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経済学研究 51-2
北海道大学 2001.9 

会計基準の設定主体と設定プロセスのあり方に関する一考察
一一わが国における現状，動向および課題一一

蟹江

1.はじめに

ここ数年，わが国の企業会計制度および会計

基準は，かつて経験したことがないほど高い社

会的関心を集めている。その背景としていくつ

かの要閣を指摘することができる。

一つは，新たな会計基準が相次いで設定され，

企業会計制度が大きく改革されたことである。

そして，それらが企業の経営活動さらには経営

業績に重大な影響を与えるものであるといわれ

たからである。とくに，新たな企業会計制度に

適切に対応できない企業は痕ちに淘汰され，結

果として長期化する経済活動の低迷に深刻な影

響をもたらすものであるかのごとく喧伝された

ことが，一つの大きな要閣であるように患われ

る。中には，会計の仕組みを理解できない者は，

企業から必要とされなくなるといった趣旨の論

調まであったように見受けられる。こうしたや

や無責任な議論は別としても，企業会計に関す

る知識・能力が法く社会的評価の対象となった

ことは，特筆に植するものである。

そもそも，新たな会計基準が相次いで制定さ

れ，企業会計制度が改革された背景には，わが

国企業が公表する会計情報に対する国内・外に

おける不信感の高まりがある。財務諸表を見れ

ば健全な経営を行っているように見える企業が

突然経営破綻を発表したり，あるいは，マスコ

ミ等によって経営危機を指摘されている企業が

纏全性を主張するような財務諸表を公表すると

いうことがたびたび起こった。さらには，アメ

1)カの監査法人から，わが国の企業会計ならび

こま且

烏主

に財務諸表監査に対する決定的な不信感が表明

された仏、わゆる「レジエンド問題.J)。これによっ

て，社会の人々の間に，一体わが国企業が公表

する会計情報とは何を表しているのか，何の役

に立つのか，といった不搭感が醸成されること

になったのである。こうした不信感が，会業会

計に対する負のイメージをともないながら，社

会の高い関心を引き起こしたということができ

ょう。

もう一つの非常に重要な要因として，冨際的

な会計基準の調和化の問題がある。すなわち，

わが国の企業会計基準と菌際会計基準(IAS)

との調和化の問題が，マスコミ報道や経済紙誌

の論攻等を中心に急速にクローズアップされた

のである。国際証券監督者機構(IOSCO)に

よる IASの正式承認を背景に， r IAS =グロー
パル・スタンダード」論が蟻んに展開されるよ

うになった。しかも，わが国の会計基準に IAS

が導入されることになれば，わが国企業は経営

活動や経営業績に対して深刻な影響を受けるこ

とになるとの論調も目立っていたように思われ

る。必ずしも正確な認識に基づくものとは思え

ない議論がなされたきらいはあるが，少なくと

も企業会計制度および会計基準に対する社会の

関心を飛躍的に高めたことだけは確かである。

IASとの関連で， もう一つ特筆すべきことが

ある。それは，わが閣における会計基準の設定

主体ならひ9に設定フ。ロセスのあり方にかかわる

問題が大きく取り上げられたことである。この

問題は，国際会計葵準委員会(IASC)の組織

改革に端を発している。 IASCの組織改事は，



74(220) 経済学研究 51-2 

1997年の戦略作業部会 CSWP)の設置によっ

て開始された。 1999年末，最終報告 rIASC

の将来像への勧告Jの提出と理事会での承認に

より，改革が具体的に開始された。改革内容に

ついては後述するが， こうした動きによってわ

が国における会計基準の設定主体および設定プ

ロセスのあり方が関われることになったのであ

る。

IASCの組織改革に対応して，国際的な会計

基準の設定において主体的なかかわりをもつた

めの要件として，各閣は，常勤者を有する本格

的な会計基準設定主体をもつこと，会計基準の

設定に当たって，デュー・プロセス(正当な手

続)により公開性・透明性を確保することおよ

び資金関係を含めていかなる利害関保からも独

立性を保つことなどを要求されることになった

(平松 [2000])。ところが，わが国の会計基準

設定主体たる企業会計審議会はこれらの要件を

満たしておらず， このままでは，わが国は

IASCの組織改革に伴なう今後の国際的な会計

基準の設定プロセスに参画することができなく

なるのではないか，との懸念が示されたのであ

るO

これを発端として，わが国では，民閣の会計

基準設定機関を設置し，現在企業会計審議会が

担っている役割を移管すべきとの議論がにわか

に高まったのである。こうした議論がマスコミ

報道されたことで，会計基準ないしその設定主

体および設定プロセスに対する社会的関心が醸

成されたということができる。いわば「外圧」的

な意味合いでIASCの組織改革への対応が引き

合いに出されてはいるが， この問題はそれとは

独立して議論されるべき重要な問題でもある。

これまでわが閣でこの問題についての目立った

議論がなされてこなかったことの方がむしろ問

題視されるべきかもしれない。

こうした根本的な問題点はひとまずおくとし

て，会計基準の設定主体および設定プロセスの

議論は，本稿執筆時点では，一応，新IASC体

制の要求に適った姿に近づきつつあるというこ

とができる。その効果もあってか，わが国は，

取り敢えずは新たな国際的な会計基準の設定プ

ロセスに主体的にかかわりをもち得る位置を占

めることに成功した九しかし，本当の意味で

わが留の会計基準，企業会計制度ならびに会計

情報が国際的な信頼を回復することができるか

否かは，会計基準の設定主体および設定プロセ

スをめぐる今後の動向， さらには設定された会

計基準に対するわが国企業の受け入れ姿勢の如

何にかかっている。

本稿では，まず次節でわが盟における会計基

準設定主体および、設定プロセスが抱える課題と，

近年における企業会計制度をめぐる問題を概観

し，整理する。次いで，新IASC体制の概要と

それに対する諸外国の対応について見る。そし

て最後に，わが留における具体的な対応として

現れた，民間の会計基準設定機関の創設にかか

わる議論とそこに見られる問題点について検討

する。これらの考察に基づき，わが闘の会計基

準，企業会計制度ならびに会計情報の信頼性を

回復するためには，単に会計基準の設定主体お

よび設定プロセスの形式を整えるだけでは不十

分であり，会計基準の設定についての理念や哲

学を明示しながら，わが習が国際的な会計基準

の設定に貢献し得る菌であるということを示す

ことこそが求められているとの結論を提示する。

2.わが冨における会計基準の設定と企業会計

をめぐる問題

本節では，わが国における会計基準の設定主

体である企業会計審議会が抱える問題点と，近

1)新IASC体制の下で会計基準設定における中心的
な役割を担う国際会計基準怒事会(IASB)メンバー
の一人として，山田炭巳Eえが選任された。同氏は，
IASと各国のl'm内慕準との調繁役である 1)エゾン
メンバーにも選ばれている。これによって，わが国

の会計基準設定機関は，悶氏を通じてIASCで行
われている議論についての情報を入手し，あるいは
逆に.IAS設定プロセスにおいてわが習の意向を
反映させるルートを確保したことになる。
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図表1金業会計審議会の組織図 (2001年2月2臼現在，出所 r企業会計JVol. 53， No. 4， 2001年)

念頭調整部会

新たな課題の把握，対

処方針の検討等

年，企業会計制度ないし企業が公表する会計情

報をめぐって生じた問題について概観し，整理

しておく。

(1)企業会計審議会の問題点

本稿執筆時点におけるわが国の会計基準設定

主体は，金融庁に設置されている「企業会計審

議会」である。 2001年 1月に実施された省庁再

編に先行して， 2000年 7月に金融監督庁を改

組して金融庁が設立された 2)。これにともない，

それまで大蔵大臣の諮問機関として設置されて

いた開審議会が同庁へ移管された。

企業会計審議会の任務は， r企業会計の基準
及び監査基準の設定，原価計算の統ーその他企

業会計制度の整備改善について調査審議し，そ

の結果を内閣総理大臣，金融庁長官又は関係各

行政機関に対して報告し，又は建議するJ(金

融庁組織令第 24条第2項)こととされてい

る3)0 2001年2月に行われた組織編成によって，

図表1に示す4つの部会の下で審議が行われる

2 )金融庁のホーム・ページアドレスは， http://www . 

fsa.go.jp。
3 )金融庁移管前の企業会計審議会の任務は， r大蔵大臣
の諮問に応じて，企業会計の基準及び監査基準の設

定，原錨計算の統一，企業会計制度の整備改善その

他企業会計に関する主重要な事項について調査審議し，

その結果を大蔵大臣又は関係各行政機関に対して報

告し，又は建議することJ(大蔵省組織令第87条第
1項)とされていた(神戸大学[1997Jp. 265)。な
お，金融庁組織令第24条第3項は， r企業会計審議
会に衡し必婆な事項については，企業会計審議会令

(昭和27年政令第307号)の定めるところによる」
と規定しており，移管誌の任務との連続性が確保さ

れている。

第二部

監査2基準等の一層の充
実

こととなっている。

企業会計審議会は，昭和23(1948)年に経

済安定本部内に設置された「企業会計制度対策

調査会」をその前身とする。この調査会は法的

根拠をもたないものであったが， 昭和 25

(1950)年に公布された「企業会計基準審議会

令」によって、法的な根拠をもった「企業会計基

準審議会jへと変わった。昭和27(1952)年

には，大議省組織令に基づいて現在の企業会計

審議会が設霞され，大蔵省理財局を経て毘省・

証券局，さらには向金融企画局所管となり，そ

の後2000年には金融庁に移管され現在に至っ

ている(神戸大学 [1997Jp. 265，新井[1999J

p. 94参照、)。

企業会計審議会の組織上の特徴は，それが政

府機関であり，いわゆるパブリック・セクター

としての基準設定主体だという点である。また，

委員がすべて非常勤であるという点にも注意が

必要である O 大蔵省所管時代，諮問機関とされ

ていたことからもわかるように，大議大臣が必

要と認めた場合に諮問がなされ，それに応じる

形で非常勤の委員が参集して審議を行うという

形式が採用されていたのである。

こうした，非常勤委員による諮問委員会方式

が抱える最大の弱点は，審議が受け身にならざ

るを得ないということであろう。このため，新

たな課題が発生した場合でも，これに部応して

主体的かっ迅速に対応することが難しL、。企業

会計制度を取り巻く環境が比較的安定している

時期においては，対応、が多少遅くても大きな問

題はなかったのかもしれなし、。しかしながら，

会計環境が急激に変化する可能性のある今日に
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おいては，迅速な対応が極めて重要な課題とな

る。この意味で，非常勤委員による審議会は，

その弱点を曝け出す危換性が高いといわざるを

得ないのである。

非常勤委員による審議会の問題点として，巷

間よく指摘されることがある。それは，行政官

庁によって結論があらかじめ用意されており，

審議会がそれを権威づけするために利用されて

いるということである。会計基準という専門的

な知識を必要とする事項を扱う企業会計審議会

については，こうした一般論的な批判がそのま

ま当たるとは考えにくい。しかしながら，社会

の人々にこのような印象を与えるということ自

体が開題なのであり，審議過程の透明性が十分

に確保されない限り疑念を払拭することは難し

いであろう。

一方，社会の人々が受けるこうした印象は，

非常勤委員によって十分な議論が尽くされてい

るのかといった疑念となって具現化する。そこ

で，こうした疑念を打ち消すために十分な議論

をしようとすれば，結論を得るまでに相当の時

閣を要することにもなりかねなL、。結局，委員

の大きな犠牲なくしては，諜題への迅速な対応

は望むべくもないということになろう。いずれ

にしても，非常勤委員によって構成される審議

会による会計基準の設定には，プロセスの透明

性や対応の迅速性という面において離界がある

といわざるをf皐ないのである。

会計基準の設定主体が政府機関であることに

よって生じると思われるもう一つの問題点とし

て，会計基準の使用者たる企業(経済界)の側

において，当事者としての認識あるいは姿勢に

歪みを生じさせる危換性を指摘しなければなら

fよL、。

これは，経済界が会計基準の設定に主体的に

かかわりをもっていないことに起菌する。すな

わち，経済界として対応が困難で自らの利議に

反するような会計基準が設定されないように政

府官庁に働きかける一方，こうして設定された

基準を政府機関のお義付きを得た最低限の義務

としてそれを満たすことにのみ関心を払い，自

ら進んで会計情報の改善を図ろうとしなくなる

ことが悪念されるのである。実際，会計基準の

控用者としての経済界に当事者としての認識が

希薄であり，行政府から課せられた義務として

会計基準を受け入れていたように見られがちで

あった。こうした状況は，わが麗における企業

会計の歴史がはじめから「制度jとして強制さ

れたものから始まっていることにもー閣がある

のかもしれない。この意味で，わが国の戦後に

おける企業文化の形成過程に由来する必然であ

ると解釈することもできょう。しかしながら，

これがわが国の企業会計制度に対する国内・外

の不信感の元になっているとするならば，決し

て放置できない問題である。

(2)わが菌の企業会計をめぐる問題

1997年夏，中堅の上場ゼネコン(総合建設

会社)が相次いで経営破綻した。これらの会社

が公表した陸前期の決算財務諸表によれば，い

ずれも 100億円を超える自己資本を保持し，最

終損益が黒字で配当を行っていたものもあった。

ところが，会社更生法の適用を申請して事実上

倒産した後に発表された修正貸借対照表によれ

図表2 ゼネコンA宇土の修正貸借対照表(抜粋)

(単位ー百万円， 97年6月初日現在)

帳簿価額 修正後金額

資産合計 169.106 94.398 

完成工事未収入金 8，773 2，045 

不動産事業支出金等 21，814 百，596

貸付金等 16，563 1.019 

未収入金 12.145 323 

有形国定資産等 13，604 7，118 

負債合計 154.776 171.405 

短期・長期借入金 58，606 60，331 

保証債務等 1.649 31，844 

自己資本 14.330 "'77.008 

(注)不動産事業支出金等は不動産事業支出金と絞55

用不動産。貸付金は短期・長期貸付金。未収入
金等は未収入金，長期未収入金

cr臼本経済新樹』平成虫C1997 )年8月5日付
務事j掲載記事の字勾を一部変更した。)
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密表3ゼネコンB社の修正貸借対照表(抜粋)

77(223) 

(単位:百万円， 97年3月31B現在)

帳簿儀額 修正後金額 備 考

資産合計 138.310 63.990 

完成工事未収入金 42.250 26，477 回収不能分を減額

販売用不動産 9，644 4，603 時倣換算して減額

短綴貸付金 15.928 262 関係会社他間収不能分を減額

長綴貸付金 8.993 431 向上

未収入金・立替金 20，958 4，103 向上

負債合計 126.549 159.221 

短期・長期借入金，社債 78，830 59，933 

保証後務未払い金 42.996 

自己資本 11，761 ....95.231 

(r日本経済新関J平成9(1997)年8Jl 20日付朝刊掲載記事の字句を一部変更した。〉

ば(図表2，図表3参照)， いずれも相当規模

の債務超過に陥っていたことが明らかとなった

(蟹江 [1998J)。修正貸借対照表を見れば，不

良積権が適切に処理されていなかったのが原因

であるということがわかるであろう。

当時の会計基準にしたがって適正な処理がな

されていたとすれば，経営実態と会計情報の間

にこれほど大きな差異は生じなかったはずであ

る。いわゆるパフソレ経済後にゼネコン各社が経

営危機に路った中で，経営状態号をできるだけ良

く見せようとして決算数値を取り繕った結果で

あるといわざるを得ないのである。こうした事

実が，わが国企業の会計情報に対して不信感が

高まった最大の原因である。

わが国の企業会計制度に対する不信感を高め

たもう一つの要国として，会計基準の適用にか

かわる特筆すべき問題がある。それは，行政当

局による意国的な(行政側からすれば「政策的

なjということになろうが)会計基準適用の歪

曲である。過去において，中間決算時の有価証

券にかかわる評価損計上の繰延べ許容，金融機

関による保有有価証券の評価原則の変更(低価

法の強制から低価法・原価法の選択許容)，最

近では名目的な資本増強を意密した土地の再評

価による評価益計上の許容(時限措置)などを

あげることができる O いずれも，極めて政策的

な目的のために会計操作が利用されたものであ

り，会計情報の質的改善を意堕したものではな

い。むしろ，会計情報に重大な蓋みをもたらし，

企業の経営実態を見えにくくするものである。

少なくとも，本来行政当局が行うべきことでは

ないということだけは確かである。しかし，実

際にこのようなことが行われたということに対

して，国内・外から大きな不信感が示されたの

である。

わが閣の企業会計制度や会計情報に対する不

信感が最も明磯な形で具現化したのが，いわゆ

る「レジエンド問題Jであろうo

レジエンド問題とは，わが国企業が公表する

会計情報の信頼性ならびにこれを保証する財務

諸表監査の有効性・信頼性に対する疑念に端を

発し，アメリカの大手監査法人，いわゆる“Big

5"の要請によって，アメリカなどで公表され

る臼本企業の英文アニュアル・リポートに添付

されるわが国大手監査法人の監査報告書に，

「この財務諸表は，日本の基壌に基づいて作成

され監資されたものであり，国際的に通用する

ものとは異なるJといった趣旨の「警句jを付

けなければならなくなったというものである。

図表4は，わが国の準大手ゼネコン，株式会

社間組の 2000年3月期決算にかかわる英文ア

ニュアル・リポートに添付された監査報告書で

ある。この監斎報告書の最後に追加されている

“Statement on Accounting Principles and 
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Auditing Standards" と題されたノfラグラフ

が， この監査報告書につけられた「警句1 レジエ

ンド」である。そこには次のように記されてい

る。

この警匂は，会計基準および監査基準ならび

に実務におけるそれらの適用は留によって異な

り，報告される財務状態および経営成果に恐ら

く重要な影響を及ぼすであろうことについて，

利用者に注意を促すためのものである。この報

告書に添付されている財務諸表は，日本で一般

に認められた会計基準に基づいて作成されてお

り，また，監査基準および実務におけるその適

用は，日本において一般に認められているもの

である。したがって， この報告書に添付されて

いる財務諸表ならびに上に示されている監査人

の報告書は，司本の会計基準および監査基準な

らびにそれらの実務への適用に通じている利用

者のためのものである O

この警句を文字通り読めば，会計・監査基準

およびその適用は菌によって異なり，それらの

事情に通じた者でなければ十分な理解ができな

いという，ある意味であたり前のことをいって

いるように見える。こうしたいわば当然、のこと

を警句として敢えて記載することを求められた

背景には，別の;意味があると考えなければなら

ないであろう。

レジエンド問題を，単に「アメリカ基準の押

しつけJあるいは「アメリカの投資家本位の理

不尽な要求」として片付けることは簡単である。

「アメリカ基準口グローパル・スタンダードJ
という根拠のない前提に基づく，アメリカの横

暴であるという議論がある。また，アメリカの

投資家による自本企業費収をやりやすくするこ

とを狙っているに過ぎないといった反論も耳に

する。また，万が一の場合に自らに障りかかる

恐れのある責任問題を由避しようとした， Big 

5の「危機管理」という見方もできないではな‘

L 、。

しかしながら，上述したわが国の企業会計制

度をめぐる問題を考癒すると， レジエンド問題

の本質はほかのところにありそうである。わが

国企業の会計制度に対する姿勢に起臨した援の

深い問題であるように思われるのである。すな

わち， この問題は，単にわが国の会計基準や監

査基準の形式面における整備の不十分さを指摘

しているというよりも，むしろ会計基準の本来

の意義を歪曲するような会計慣行に対する

に主眼があるように思われるのである。それは，

一方で会計情報の作成主体たる企業に向けられ，

他方でわが盟における会計基準の設定主体であ

り監督者でもある行政当局に向けられているの

ではないだろうか。さらにいえば，被監資企業

や行政当局による会計基準の軽視・無視に対し

て，職業的会計人として何ら有効な発言や行動

をなし得なかったわが国の公認会計士に対する

警告でもあろう。

こうした解釈が成り立っとすると，今後，例

えばIASを国内基準に反映させ，形式上国際

的に適用する会計基準の体系を整備したとして

も，それだけでは国際的な信頼を回復すること

はできないということになる。なぜならば，間

われているのは，基準の中身も然ることながら，

その適用に当たっての姿勢，すなわちわが盟に

おける会計慣行だからであるo17iJえば，わが国
では， 2000年3月期決算から税効果会計が全

面適用されているが， これに先立つ 1999年1

月期決算からの早期適用においては，とくに銀

行などによって，説効果会計本来の目的とは異

なる意図でその効果だけが“活用"されたとい

われている O すなわち，税効果会計が，手軽に

資本増強を関ることを可能にする「麓法のつえJ
として利用されたと指摘されているのである

(須田 [2000])。さらに，蟹江 [2001]は，税

効果会計の全面適用後には，一般事業会社にお

いても，同様に税効果会計の本来の自的を逸脱

してその効果だけを“活用"しようとする企業

が出て来ることが懸念されるとしている。これ

こそが， レジエンド問題で関われていることな
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図表4 rレジエンドjのついた英文監査報告審

Report of Independent Public Accountants on the 
Consolidated Financial Statements 

To the Board of Directors of 

HAZAMA CORPORATION: 

We  have audited the accompanying consolidated balance sheets of HAZAMA 

CORPORA TION (a Japanese corporatlon) and subsidlarles as of March 31， 2000 and 

1999， and the related consolidated 5t畠.tement501 ope沿.tlons，shareholder冨'equityand 
cash flows for the years then ended， expressed in Japanese yen. Our audits were made in 
accordance with generally accepted auditing standards in Japan and， accordlngly， 

included such tests of the accounting records and such other auditlng procedures as we 

considered necessary in the circumstances. 

In our opinion， the consolidated financial state打lentsreferred to above present fairly 

the consolidated financial position of HAZAMA CORPORATION and subsidiaries as of 

March 31， 2000 and 1999， and the consolidated results of their operations and thelr cash 

flows for the years then ended in conformity with accountlng principles generally 

accepted in Japan applied on a consistent basis， except as noted in the foUowing 

paragraphs. 

As explained in Note 2， in the year ended March 31， 2000， HAZAMA CORPO内ATION

and subsidiaries prospectively adopted new Japanese accounting standards for 

consolidation and equity method accounting and incolT、etaxes 

As discussed in Note 15， reduction in common stock and問 quirementto discharge of 

debt were approved at the Company's shareholders' meeting 

AIso， in our opinion， the U.S. dollar amounts In the accompanying consolidated 
finanむlalstatements have been translated from Japanese yen on the basis set forth in 

Note 1. 

Uu.L &. C (). 

(A Member Firm of Andersen Worldwide SC) 

To主YO，Japan

June 29， 2000 

Statement on Accountlng Principles and Auditing Standards 

This statement出 to時 mindu問問 thataccounting principles and auditing standards and 

their appllcation In practice may vary among natlons and therefore could affect， possibly 

materially， the reported financial position and results of operati白ns.The accompanying 

linancial statements are prepared based on accounting principles generally accepted in 

Japan， and the auditing standards and their application in practice are those generally 

accepted in Japan‘Accordingly， the accompanying consolidated financial statements and 

the auditors' report presented above are for users familiar with Japanese accounting 

principles， auditing standards and their application in practice. 
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のである。

さらに，会計基準の設定フ。ロセスにおける経

済界の対応も注目されていると考えるべきであ

ろう。なぜなら，それが基準成立後における基

準の適用状況に微妙な影響を与えると考えられ

るからである。会計基準の設定プロセスにおい

て，経済界が消極的な姿勢あるいは拒否反芯を

示した基準に対しては，たとえそれが成立した

としても実際に適切な運用がなされるかについ

て重大な疑念が生じる可能性がある。実際には

適切な運用がなされたとしても，会計情報利用

者の聞にそうした疑念が生じること自体が問題

である。すなわち，今後の会計基準の設定に際

しでは，経済界の会計基準使用者としての認識

が間われているのである。

以上，本節では，わが盟における会計基準の

設定および企業会計制度にかかわる問題点につ

いて検討してきた。ここで指摘した事項を考慮

に入れながら，わが国における会計基準設定主

体と設定フ。ロセスの今後のあり方を検討する必

要がある。 IASCの組織改革が議題に上って以

来，わが国においてもそれへの対応が関られ，

具体的な提言が出されるに至っている。本稿は，

わが国における対応、の動向を明らかにするとと

もに，今後の課題を検討することを目的とする

ものである。しかし， その前に， そもそも

IASCの組織改叢とはいかなるものであるのか，

また，主要諸国がどのような対応策をとってい

るのかを概観しておくのがよいであろう。それ

が，わが留において進行している会計基準設定

機関のあり方をめぐる議論や動向を評価するた

めの一つの基準になると考えられるからである。

3.新 IASC体艇と主要諸圏の対応

本節ではまず， IASCの組織改革について概

要を把握し，次いで新IASC体制への移行に際

して主要諸国がどのような対応をとったかを概

観する O これによって，次節で検討するわが国

における会計基準設定機関のあり方をめぐる議

論の理解を助け，また，わが国の対応を評価す

るための基準を得ることができるはずである。

(1)新IASC体制

IASC (国際会計基準委員会〉は， 1973年6

月，オーストラリア，カナダ，フランス，西ド

イツ(当時)，日本，メキシコ， イギリス， ア

イルランドおよびアメリカの職業会計士団体に

よって設立された。 1983年以障は，国際会計

士連盟(IFAC)の加盟国の職業会計士盟体が

自動的に IASCの構成メンバーになることとさ

れ， 1998年12月現在， 103カ国 143の組織・

機関によって構成されていた(中村他 [2000J，

古賀・五十嵐 [1999J，広瀬・間島口999J，白

鳥[1998J参照)。

IASCの組織上の特設は，それがいわゆるプ

ライベート・セクターだということである。そ

して， IASC理事会(IASCConstitution)，諮

問グループ (ConsultativeGroup)，諮問委員

会 (AdvisoryCouncil)および常任解釈指針

委員会 (StandingInterpretation Committee; 

SIC)という 4つの組織によって運営されてき

た(広瀬・間島口999Jp.3)。

1995年に， IOSCOは， IASCがIOSCOにとっ

て受け入れ可能な「コア・スタンダーむを完

成すれば，それを承認すると表明した。こうし

て，プライベート・セクターである IASCがf乍

成する IASを，パブリック・セクターである

IOSCOが承認することによって， IASの存荘

意義が高まることとなった(伊藤 [2001]p. 7 

9)。そして， 2000年5月 17日， IOSCOは，

外国会社がIOSCOメンバー閣の証券取引所に

上場して株式や社債などを発行する擦に， IAS 

に基づいて作成された財務諸表をもって当該会

社の財務情報とすることを認めるように，

IOSCOメンバー閣に助言することを決定した

(横山 [2000])。これによって， IAS'立国際的

な会計基準として承認されたことになる。

こうした動きと平行して， IASC理事会は，

1997年に「戦略作業部会J(SWP)を設置して，
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IASCの戦略と組織構造のあり方について検討

してきた。そして， 1999年 11月に最終報告書

nASCの将来像への勧告」としてまとめられ

た改革案が持年 12月に理事会で承認され，具

体的な改革に着手されたのである o 2000年 5

月24Bには，改革後の新組織が総会において

正式に承認されている。これによって， IASC 

は，人的な闘でも，財政的な面でも，独立した

機関として生まれ変わることになった。

IASCの新組織は，図表5に示す通りである。

評議会 (Trustees)のメンバーは，新組織の

発足に当たって設震された指名委員会

(Nominating Committee)によって指名され

た19名によって構成されている。評議会メン

バーは，理事会(IASB)，解釈指針委員会

81(227) 

(SIC)および基準助言会議 (SAC)のメンバー

を指名する権限を与えられている。また，

IASCの連営の監視および運営資金の調達も評

議会の重要な任務である O

新 IASC体制においてとくに重要な位置を占

めるのが IASBである。 IASBは常勤 12名，非

常勤 2名の計 14名によって構成される。新

IASC体制における IASBの役割は， IASの公

開草案を決定して公表し， これを IASにする

ことである。また， SICが作成する IASの適用

に当たっての解釈指針を承認するのも IASBの

仕事である。さらに，メンバーのうち半数に当

たる 7名は「リエゾンメンバー」と呼ばれ，自

盟の会計基準設定主体に対して IASCでの議論

の中身を伝え，また，逆に自国の設定主体が取

図表5 IASCの新組織(出所「旬flJ綬理情報jNo.945， p.93) 
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評議会 (Trustees)(19) 
(理事会，解釈指針委員会，

評議会の任命)

但---..~ 

司間同情・-t伽
起主革委員会

(Steering Committees) 
(または他の専門家

アドバイザリーグリープ)

Key 
任命 H・..~

報告 ~ 

メンバーシップゐ~

アドバイス ー司争

コマーシャルディレクター

非テクニカルスタッフ

(募金，出版，運営，資金運営)

帯

留際会計基準現事会

(IASB) 

(霞際会計主基準，公開草案，

解釈指針の承認)

V 

解釈指針委員会 (SIC)(12) 

(解釈指針案公表と

最終解釈指針案の起草)

(出所)IASC， Strategy Working Party， Recommendations on Shaping IASC for Future (London; IASC， 
Novembre 1999) 
日本公認会計士協会仮訳 nASCの将来像への勧告Jを今回の改組をうけて編集部で修正。
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アメリカ(民潤機関) イギリス(民間機関) 7ランス(政府機関) ドイツ(民間機関) オーストラリア(現在提案中) カナダ(民問機関)

名称 財務会計基準審議会 会計基準審議会 関家会計審議会 ドイツ会計基準委員会 オーストラリア会計基準委長会 会計基準審議会
(Financial Accounting (Accounting Standards (Conseil N ational de la (Deutsches民echnungs!egungs (Australian Accoun切19 (Accounting Standards 
Standards Board: FASB) oard: ASB) (1990年) C8o月m)ptabllite CNC)(1996年 Standards Comrnittee e. V Standards Committee: AASCl Board: ASB) (19古l年8月)
(1973年〉 DRSC) (1998年4月)

根拠法令 SEC財務報告通牒 (Financial1宮85年会社法 (Compa即時 「会計規昔話!日法律J 腐法典 (8H年an4de月Is改ge正se)tzbucht 会社法(案C中or)poratzomLaw) 
Reporting Release)No.l-101 Act1985)(1989改iE) 第百8-261吟(1998年4月) 日GB)(199 (改正縫

支援綴織 財務会計財団(上部機構) 上部機構，財務報告評議会 経済大原の諮問機関 DRSC:(1998年3月) 上部機構ー財務報告評議会 カナダ勅許会計士協会 (CI
メンバー数約1，000，更に CFinancial Repoへrtのm出g 執行委員会(Vo四回nd): CFinancial Reporting CA)のボード・オブ・ガパ
AICPAの会計研究協会メンバー Council: FRC) 資 民間企業，職業会計士なと Council: FRC) ナーズの承認によって設鐙
7，000あり。 -会計職業日i体諮問委員会 4名 されている。
'ALCPA，州 CPA協会，主 CCAB (6つの会計職業間体
望書隊 まま法人 から構成) 評議委員会(Verwa1tungsrat)

-アメリ力会計学会 -政府機関 企業代表 8名

-証券業協会v 主E券アナリス -主主券取引所 職業会計士 5名
ト -イングランド銀行 大学教授 よ~
-企業，経筑波体{也 -パブリック・センタ一企業 14i; 

(住)1989年大改革民間(会計載 ↓(内部機関として)
業団体)かも各界参加の独立機関、

構成 職業会計士 3 議長 (CA，教授) メン/，，- 基準設定審議会 (Standar 委員 8名 CICA( 2 / 3以上であるこ

証券アナ 1) ト̂ I テクニカノレ・ディレクター 1 会長 1名 disierungs rat: DSR) と) 8名
企業・実業界 l 企業職業会計士，学者 8 副会長 8名
教育界 l ilt 10i; (公会計部長， OEC会長， CNCC 職業会計士 2名 退職者 アナリスト，

官庁会員十界 1 オブザーパー(政府機関) 会長9企業代表(2)，非営利間体) 大学教授 1.ii. 中心 企業， 王室
牛-..1.Ja 之丞 経済界代表 40名 合計工~ 教育界各代表

(織業会計士8名吉む) (1998年 5月) 会註-1立主i
政府機関代表

合計

選任方法 民己参照 FRCの指名委員会 経済大g'[令で任命， J:?己参如、 上記参照 議長大蔵大短任命!偽liFRC任申 議長liCICAの執行役員会が任命

常勤・非常勤の
全員常勤

とテクニカJレディレクターは
会長は兼校不PJ，他のメンパーワ 兼任禁止で艮つ非常勤 議長 v常勤1 他lま非常勤

glJ 也のメンバーは非常勤

任期 5年(1期F専任司〉 規定はないが， 5年 会長 8年!他のメンパー 3年 3年の者と 5年の者 議長は2年， i也は3王手

部会数 常設委員会 4つ

作塁三 齢平均メンバー 平均 15名

常勤・非常勤のglJ

主要諸箆の会計基準設定主体の現状 (JICPA調べ， 2000年3月現在)
会計基準設定主体

図表6
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アメリ力(災問機関) イギリス(民問機関) フランス(政府機関) トイツ(民間機関) オーストラザア(現m草案中) カナダ(氏問機関)

事務職員数 専門スタ， 7 40名 専門スタッ 7

事務職員 ? 事務職員 8 

総勢 100名と聞いている。 非常勤職員 4 計18名

会長十議準に法的効 SEC会計連続適燦第4号(19 会計続制委員会(Co削除 dela 

カを与える法令 38年) Reg!ern叩tationComptable:CRC) 

機成員経済大臣， CNCメンパペ会

計職業防体企業7労働総合代表，15
名(J9自8年4月)

財政支援 財務会長十財問 (Fin叩 cial 財務報告評議会 (FRC) 政府 DRSC会員からの会費 財務報告評議会 (FRC)
間体名 Accounting Foundation: FAF) 

年間予算 $16，000，000 (1997年ベース) .E2，684，000(1998年ベース) DM  7，000，000 A $ 3，300，000 

財 (約1，790百万円) (約 488百万円) (約 400百万円) (3年閥でA$10，000，000) 

政資金源 (百万USト'Jレ) (千ゐポンド) 政府 100% 政府 。% 政府と民PA9で

支
政府 (0%) 政府機関 1/3 

寄付(民間〕 5，2 民問(会計士間体 1/3 民間 。%民間 100% 

援 企業・ 3産業界 民閥(その他) 1/3 

会計職業団体 小計 2，161 

証券業他 出版 523 

出版
合計百万US$ 合計 2，684 100% 100% 100% 100% 

データ・ソース 米、英、重量、加については，インターネット情報を主体とし， 部出版物によった。

独、併については。次の資料によった。

・然回全紀/う 7ィデナリヴ・ティアナ編「フランス・ドイツにおける会計基準設定主体の動向JCCOFRIシャ一ナノレ1宮98，12)

・古市峰子編 f会計基準設定プロセスの国際約調和化に向けたドイツの対応J(日本銀行金融研究所1999王手10月)
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り上げている問題でIASCで取り上げられてい

ないものをIASCに伝えるという役割を演じる

ことになる(山田 [2001])。

はじめにも触れたように， IASCの新体制に

対応するためには，常勤者を手ぎする本格的な会

計基準設定主体をもつこと，会計基準の設定に

当たって，デュー・プロセスにより公開性・透

明性を確保することおよび資金関係を含めてい

かなる利害関係からも独立性を保つことなどを

要求される。

各国は，こうした要求をいかにして満たそうと

しているのか。次に，主要諸国の対応を概観する。

(2)新IASC体制への主要諸留の対応

臨表6は， 日本公認会計士協会 (JICPA)が，

世界の主要盟の会計基準設定主体について行っ

た調査結果をまとめたものである CJICPA 

[2000])。
この表からわかることは， IASCの組織改革

の動きが具体化する以前からすでに新IASC体

制が求める要件を満たしていた閣と，要件を満

たすために自国の基準設定主体の改革に取り組

んだ閣があるということである。アメリカ，イ

ギリスおよびカナダは前者であり， ドイツ，フ

ランスおよびオーストラ 1)アが後者に関する。

これら諸留の中から，アメリカ， ドイツおよ

びフランスを取り上げ，それぞれの会計基準設

定主体の現状と新IASC体制への対応について

概観する。

1.アメリカ:FASB 

現在，アメリカにおける会計基準設定主体は，

潤知の通り財務会計基準審議会 (FASB)であ

るo FASB は， 1973年から活動しているプラ

イベート・セクターとしての基準設定主体であ

る。いずれも常勤である 7名のメンバーから構

成されている。各メンバーは，出身勤務先との

関係を断つことを求められ，任期終了後にも前

職に復帰することができない(いわゆる「ノー

リターンルールJ)C平松 [2000])。

基準設定主体としての FASBは，期務会計

財団 (FAF)，財務会計基準諮問委員会 (FAS

AC)およびFASBという三つの組織によって

構成されている(国表7)。

FAF はFASBの母体となる組織であり，そ

の構成員は活動資金の調達と FASBメンバー

の指名を任務としている。また， FASACは，

とくに財務会計にかかわる問題や解決の優先性

について， FASBに助言を与えることを目的と

した組織である CP.B.W.Milleret al. [1994J 

p. 18)0 

FASBは，プライベート・セクターでありな

がら一般に認められた会計基準を設定する権限

をもっ。その権限は，政府機関，とくに連邦証

券取引委員会 (SEC)および各ナ'11の規制機関に

よって付与されている CIbid.，p.19)0 SECと

FASB， さらに SEC登録企業との間に存在す

る会計基準をめぐる関係は，図表8のように理

解されなければならない。すなわち， FASBは

会計基準を設定する権担をもつに過ぎず，それ

らを登録企業に適吊する権限は SECが握って

いるのであるO 図表における点線の矢印は，こ

のことを表している。つまり， FASおは， SEC 

によって会計基準の適用を委任されているわけ

5窓君主7 FASBの総織構成 (P.B. W. Miller et al. [1994J p.18) 

財務会計財[j[](FAF) 

財務会計基準審議会 (FASB) 財務会計基準諮問委員会 (FASAC)



2001. 9 会計3基準の設定主体と設定プロセスのあり方に関する一考察 蟹江 85(231) 

図表8会計基準をめぐる SEC.FASBおよびSEC登録企業の関係 (P.B. W. Miller et al. [1994J p.21) 

I SEC ト

町町~ー~ 基準設定権限

規制および基準適用権限 ‘~ー~色

~ (FASB-ヲ

ではないのである。このため SECは， FASB 

が企業会計にかかわる問題に対応していないと

き，あるいは他の方法によった方がより有用な

情報を提供できると考える場合には，独自のルー

ルを採用できることになっている(Ibid.. 

p.21)0 

FASBは， アメリカ公認会計士協会

(AICPA)内に設置された「ホイート委員会」

によって， 1972年に提出された報告書『会計

原則の設定に関する研究報告書』の提案に基づ

いて創設された。その全文は鳥羽・橋本

[1997Jに収められている。そこには，今般の

IASCの組織改革に影響を与えていると思われ

る論点，また，新IASC体制への対応において

各国が求められている要件がすでに盛り込まれ

ている。後に見るわが国における会計基準設定

主体をめぐる議論においても，ここに盛られて

いる論点が参考にされたであろうことは容易に

想像できる。

この報告書は，当時のアメリカにおける会計

基準設定主体であった会計原則審議会 (APB)

が誼記した問題や限界を克服するために，新た

にFASBを創設することを提言したものであ

る。では， APBが直面した問題あるいは限界

とは，具体的にどのようなものだったのだろう

か。それは， APBが非常勤・無報轍のメンバー

によって構成されていたということに起因する

ものであった。報告書では，①メンバーが諸関

係者からの圧力を受けていないという意味での

独立性に関して疑問がある，②緊急、の問題に継

続的・集中的に対応できない，③各方面に人材

を求めた方がより大きな思患を享受できる，お

よび④研究活動は，一層生産的で継続的に行わ

れる必要がある，といった指摘がなされている

(鳥羽・橋本[1997Jp. 40)。

こうした問題点を克服するために，まず，財

政的な独立性を篠保するために FAFの設立が

提案される。そしてそれに，会計基準設定主体

たる FASBメンバーの任命および活動資金の

調達という任務が与えられたのである。さらに，

メンバーが非常勤・無報酬であることによって

生じる問題に対処するために， FASBのメンバー

は常勤かっ有給とされた。また， FASACを設

置して審議の優先JI頃位や検討中の問題に関する

調査などの面で， FASBを支援するという任務

を与えることとしたのである(向上書， p.42)。

こうした提案によって創設された FASBは，

①あらゆる私的利害から独立しており，また，

外見上独立している，②メンバーが常勤となる

ことで作業に専念でき，緊急の問題に迅速に対

応できる，③基準設定に多くの団体等の参加を

得ることができ，幅広い支持基盤をもつことが

できる，などの利点、をもっとされたのである

(同上書.p.43)。
もちろん，アメリカにおいても，議会に対し

て誼接責任を負わない民間機関に会計基準の設

定という重要な職務を任せるわけにはいかない，

あるいは会計基準は政府機関による規制設定に

関する手続を踏んだよで設定されるべきである

といった点を上げ，会計基準の設定主体を政府

機関に移すべきであるとの議論があった。しか

しながら，ホイート委員会報告書では，これに
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ついていくつかの開題点が指摘されている。 結果的に，アメリカにおいては，以上で述べ

すなわち，第一に，政府機関は民間機関より た様々な要件をクリアすることによって，民間

も政治的圧力を受けやすいということである。

第二に，政府機関が基準設定主体となることに

よって，投資家のニーズに対する対応が弾力性

を失い，あるいは対応がなされないという事態

が発生する恐れがある。第三に，会計フ。ロフエツ

ションが基準設定において主体的なかかわりを

もたなくなることから，その活力が弱められる

ことになる。場合によっては，公認会計士が被

監査企業の代弁者という立場に陥る危険性まで

指摘されている(向上書， p.57)。

その一方で，会計基準の設定主体が民間機関

であれば，それですべてうまく行くというわけ

ではない。民間機関による会計基準の設定を成

功に導くためには，二つの前提があるとされて

いる。一つは，基準を設定するという伝統が存

在していること， もう一つは基準の設定プロセ

スの活性化に情熱を頗ける十分に組織化された

プロフェッションが参加していることである。

その上で，民間の基準設定主体がうまく機能す

るかどうかは，最終的には，経済界，監査人な

らびに社会が，そうした主体が設定した基準を

受容するか苔かにかかっているとされる。そし

て，以下の条件が満たされるとき，民間の基準

設定主体が設定した基準は受容されることにな

るだろうと指擁されている(悶上書， p.59)。

①基準設定主体は，事実の面においても，外

観の面からも，確国とした独立性と客観性を

備えること

②基準設定のプロセスに，財務報告社会の構

成員から相当の参加があること

③基準は，すべての利害関係者の意見を聴取

し，かつ，彼らの意見が検討されていること

を保証する公開手続きが踏まれた後で公表さ

れること

④公表される会計基準の質が高いこと

岳会計プロフェッションの構成員が財務情報

の適正性についての監査証明を行う場合に，

かかる基準を十分に尊重すること

の会計基準設定主体である FASBが， SECか

らの基準設定権限の委託を背景としてアメリカ

における企業会計の基準を設定しているのであ

る。そして，それは，新IASC体制が要求する

要件をすべて満たすものであり，新体制の移行

に際して，改めて特別な対応を必要とされるこ

とはなかったと見ることができるのである。

2. ドイツ:DRSC 

ここでは，平松[1998 ]および平松 [2000] 

によって， ドイツにおける会計基準設定主体に

ついて概観する。

平松[1998 ]によれば，従来， ドイツの会

計基準設定は，ノfブ 1)ック・セクターにおける

法律制定過程を中心に展開されてきた。しかし，

IASCの組織改革に対応するために， 1998年3

月，プライベート・セクターである会計基準設

定機関を創設する法律が制定された。そして，

これに基づいて「ドイツ会計基準委員会J
( DRSC)が創設されたのである。

DRSCは，執行委員会，理事会および会員

総会から構成されているo 執行委員会は，任期

3年の 4名の委員によって構成され，理事会の

常務委員会としての性格をもっ。そして，理事

会がDRSCによる活動の基本方針を決定するO

DRSCにおいて会計基準の設定，決定，解釈

という役割を担うのは， r基準設定審議会J
(DSR)である。 DSRの7名の構成メンバー

は理事会によって選任される。

DRSCの毘的は，①連結財務報告の領域で

適用するための会計基準を設定すること，②I

ASCおよびその地の会計基準設定機関と協力

すること，@圏内・国際レベルにおける法律制

定に関連して諮問機関として活動すること，④

国際的な会計基準設定機関や調和イとを推進して

いる国際機関においてドイツを代表すること，

および⑤これらの領域で研究を促進することで

ある。



2001. 9 会計基準の設定主体と設定フ。ロセスのあり方に関する一考察 蟹江 87(234) 

DRSCはアメリカの FASBを参考にして創

設されたが，その活動範屈を法によって縛られ

ているという点において， FASBとは大きく異

なっている。このため， DRSCが取り扱うの

は，連結会計にかかわる領域に限定される O 一

方，基準設定プロセスに関しては，透明性と独

立性の確保が揺られている。なお， DRSCが

設定する会計基準は，法務省から公表されるこ

とによってはじめて法的効力を有する基準とな

るという点に、注意する必要があろう。

このように，新IASC体制への対応について

圏難をともなうであろうと見られていたドイツ

が，プライベート・セクターである DRSCを

創設するという形で大胆かっ迅速に対応したこ

とは，、注目すべきことであろう。とくに，

IASCとの協力関係を強国にすることによって，

今後の国際的な会計基準の設定に主体的に参画

できる位置を占めようという， ドイツの強い意

欲を読み取ることができるのである。

3.フランス:CNC 

フランスにおける会計基準設定主体は， r国
家会計審議会J(CNC)である。 CNCは，経

済財務省に属するパブリック・セクターである。

フランスは， ドイツとは異なり，会計基準の設

定を政府機関に委ねつつ，設定主体を強化する

ことによって新IASC体制に対応する道を選ん

だのである(小津 [2000])。

フランスにおける会計基準設定主体の改革は，

1996年に開始された。まず， 1996年8月初日

付デクレによって， CNC会長は経済財務大臣

によって任命され， 6年(再選可能)の任期中

は他の地位につくことを禁じられた上で，常勤

で報酬を得るものとされた(なお，審議会委員

は無報酬)(リュイテール [2000])。これによっ

て，新IASC体制が求める一つの要件をクリア

することが意圏されていると見られる。

また，向デクレによって， r緊急問題委員会」
が設置された。この委員会は，国際的に重要な

課題に関して迅速な決定を促すことを意堕した

ものである(小津[2000 ] )。リュイテール

[2000 ]は，アングロ・アメ 1)カ諸国において

すでに設寵されていたものの，フランスではは

じめての試みであり，問委員会の決定事項に基

づく法解釈が会計規範を形成することになると

している。

次いで，会計基準により一層の透明性と安定

性を与えるように助けること，より一貫性のあ

る会計基準を作成すること，および連結財務諸

表作成に当たって国際基準の利用を指導し，決

定することという三つの目的を掲げて，いわゆ

る「会計規制法J(1998年4月6日付法律)が

制定された。商法の目的を達成するために，

「会計規制委員会J(CRC)が設置された。会

計基準の設定にかかわるすべての手続はこの委

員会に移管され，今後会計規制の一切をこの委

員会が決定する。ただし，この委員会には，新

たな会計ルールを作成する権限が与えられてい

るわけではなく，会計ルールの作成自体は，依

然として法によることとされている(リュイテー

ル [2000])。

このように， フランスにおける会計基準設定

主体の改革は， ドイツが選んだ方策とは皮対に，

むしろノfブリック・セクターの機能を強化する

というものであったということができるであろ

う。単にアングロ・アメリカ諸国に追従するの

ではなく， フランス独自の論理を貫徹しながら，

その枠内で新IASC体制が求める要件を満たそ

うとしたということができょう。

上述したわが国の企業会計制度をめぐる問題

を考慮すれば，わが国における基準設定主体に

ついて，私見では，フランスに倣って現行の枠

組みを維持しながら改革するということには必

ずしも賛成はできない。しかしながら，基準設

定主体のあり方としては，フランスの対応も

つの選択肢であり得ると思う。そうした中で，

わが国がなぜプライベート・セクターの創設と

いう道を選んだのかについて，開えばアメリカ

に見られるような詳細な議論がなされたのかど

うかが間われていると考えるべきであろう。次
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節においては，この点について検討することに

なる。

4.わが国における会計基準設定主体を

めぐる議論とその問題点

(1)わが盟における会計基準設定主体をめぐ

る議論の経緯

平成11(1999)年6月5日， r日本経済新
聞Jは， 1会計基準の新機関設立へープロジェ

クトチーム発足jと題する記事を掲載した。そ

れによれば， 日本公認会計士協会 (JICPA)が，

会計基準を作る民間機関の設立を呂指して，協

会内にプロジェクトチームを設置すると報じら

れている。

この時期は， IASCによる「コア・スタンダー

ド‘作成フ。ロジェクトJがほぼ完了し，また，
SWPによる IASC改革案がまとまろうとして

いた頃である。 IASCの組織改革の方向性が明

らかになってきたとき，わが国における会計基

準の設定主体ならび1こ設定プロセスの現状を前

提とすると，今後の国擦的な会計基準設定にお

いてわが閣が不利な立場に置かれるという危機

感がJICPAの中に生じたとしても不思議では

ない。こうした危機感が，プロジェクトチーム

発足の背景にあることは明らかである。「企業

会計基準設定主体検討フ。ロジェクトチームjの

検討結果は，平成12年3月22日， r我が国会
計基準設定主体のあり方について(骨子)J(以

下， 1骨子J)という形で公表されることになる。

一方，自由民主党・金融問題調査会の企業会

計に関する小委員会(委員長・壊崎恭久参議院

議員)は，平成11年12月21臼にまとめた中

間報告 (r企業会計基準設定主体の拡充・強化

に向けて(室長)J)(以下， 1中間報告J)の中で，

食業会計基準の設定権限をもっ機関を企業会計

審議会から民間機関へ移すことを求めている。

中間報告が出された時期は， SWPの勧告が

IASC理事会で承認された時期と重なる。会計

基準の設定をめぐる国際的な動向の中で，わが

留の震かれている状況の厳しさを政治が共有し

始めたということを意味している。実際，上掲

の小委員会委員長である塩崎議員は，新 IASC

体制において，わが国の存在感や発言力が失わ

れるという事態だけは何としても回避しなくて

はならず，会計基準設定主体にかかわる取り組

みを支援することが政治に課せられた責務でも

あると諮っている (r旬刊経理構報JNo.912)。

企業会計審議会を所管する大蔵省(当時)お

よび金融庁は，新IASC体制には企業会計審議

会で対応できるとして， JICPAおよび自民党

の動きを必ずしも歓迎してはいなかったようで

ある。常駐の公認会計士を擁する事務局を設置

することで企業会計審議会の機能を強化すると

ともに， JICPAとの連携を密にすることによっ

て十分対応できると主張していたとされる

(r日本経済新聞J平成11年12月22日付朝刊，

『日経ビジネスJ1999年11月29臼号)。実際，

2000年4月には，当時の大蔵省が，会計基準

の設定機能強化を狙って二人の公認会計士を中

途採用した。これによって，大蔵省内に会計の

専門家がおらず環境変化に適切な対応ができな

いという批判をかわし， JICPAや経済界など

の主導で進む民間の会計基準設定機関設立の動

きを牽制する思惑があるとの観樹も流れた

(r臼本経済新聞J平成12年4月78付朝刊)。

しかし，その後， JICPAや経団連の求めに応

じる形で大蔵省内にプロジェクトチーム (1企

業会計基準設定主体のあり方に関する懇談会J)

が設置され，関係各界からの代表4)が参加して

議論が行われた。そこでまとめられた具体策は，

平成12年6月29日に， r企業会計基準設定主

4) I懇談会」のメンバーは次の通りである(敬称略，

五十音順，扇醤きは当E寺のもの)。

詩書婆(臼本証券業協会副会長)

鶴烏琢夫(東京証券取引所高Ij盟事長)

t:t地宏(日本公認会計士協会会長)

中村芳夫((社)経済団体連合会常務理事)

福田誠(大蔵省金融会頭局長)

若杉明(言語千穂商科大学教授)
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5窓表9 会計基準設定主体をめぐる各界の報告書等
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発表年月日 団体等の名称 報告書等の名称

1999.12.21 自由民主党・金融問題謁査会企業会計に関する小委員会 企業会計基準設定主体の拡充・強化に向けて(案)

2000. 3.22 日本公認会計士協会 我が国の会計義準設定主体のあり方について(骨子)

企業会計基準の設定主体のあり方に関する懇談会 企業会計基準設定主体のあり方について(論点整理)

2001. 2.28 経済団体連合会・日本公認会計士協会他10団体

体のあり方について(論点整盟)Jc以下， r論
点整理J)として公表されている。

一方，会計基準の使用者たる経済界について

は，経団連が経済法規委員会の中に国際会計部

会を設置し， JICPAと歩調を合わせて民間の

会計基準設定機関の設撞に向けて動き出した。

経団連がこの開題で JICPAの方針に向調した

背景には，先に述べたいわゆる「レジエンド問

題jがあるとされている cr百本経済新聞』平成
12年2月15B付朝刊)。すなわち，わが国企

業が公表する会計情報に対する不信感が，企業

そのものに対する不信感となって反映されるこ

とを危倶したのである。会計基準の設定主体な

らびに設定プロセスを透明化・独立化し，世界

の流れに即応していくためには， JICPAと歩

調を合わせることが経済界の利益につながると

いう判断がなされたものと思われる。

平成13年2月28日，経団連や JICPAをは

じめとする 10の団体 5)によって， r企業会計基
準の整綴において主体的な役割を担う財団法人

の設立準備についてJと題する趣意書が発表さ

れた(以下， r財毘趣意書J)。それによれば，
企業会計基準の整備において主体的な役割りを

担う機関を早期に発足させることで合意し，そ

の運営母体としての財団設立の準備に入ること

としたとされている。そして，そのための設立

準備委員会を設けることが明かにされたのであ

5) 10の団体とは，経済問体連合会(経図逮)， B本公
認会計士協会，全国証券取引所協議会，日本証券業

協会，全国銀行協会，生命保険協会，日本損害保険

協会， B本商工会議所，臼本語E券アナリスト協会，
企業財務総度研究会である。

企業会計慕準の整備において主体的な役割りを担

う財団法人の設立準備について

るO なお，新聞報道によれば，財団の設立につ

いては，平成13年 7月が自途とされているよ

うである cr日本経済新聞』平成 13年 2月 28
臼付および同3月1日付，いずれも朝刊)。ち

なみに，本稿執筆時点では，財盟について具体

的な進展は報じられていなL、。図表9は，本稿

執筆時点までに発表された，各界の報告書等の

一覧表である。

(のわが国における会計基準設定主体をめぐ

る議論の概要と動舟

上述した通り，わが国における会計基準設定

主体および、設定プロセスにかかわる議論は，新

IASC体制への対応を目的として， JICPAのプ

ロジェクトチーム発足によって幕が開いた。そ

して， これに呼応する形で，政界および経済界

がこの問題を取り上げ，さらにはこれに行政が

合流することで方向性がある程度定まることに

なる。

以下では，各界における会計基準設定主体に

かかわる議論の中身を検討する。

①自民党「中間報告J

自民党の「中鵠報告Jは，わが国の企業会計

制度に対する不信感の高まり，とりわけいわゆ

る「レジエンド問題」を背景とし，信頼面復に

向けて取り組むべき諸問題のうち，まずは会計

基準設定主体について提言を行うものとされて

いる。

まず，会計基準設定主体の使命を，①常に圏

内外の経済実態を迅速かっ正確に反映した基準

の設定，~特定の利害関係者によって歪められ
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ない会計基準の設定，および③国際的整合性を ことを意味するものと思われる。すなわち，あ

もった基準の設定， という三点に集約する。そ

の上で， これらを勘案して，会計基準設定主体

は次の7つの条件を満たすことが重要であると

指摘する。すなわち，①常設の機関であること，

②常勤の設定委員，常勤の専門スタッフをもつ

こと，③政策面，人事面および予算面において

独立性をもつこと，④透明性が高いこと，⑤国

際性をもつこと，⑥会計，監査基準lこ多様な価

徳観を反映させることができること，および⑦

能動的な基準設定を行うためのダイナミズムを

もつこと，である。

そして，アメリカやイギリスにおいては，会

計基準の設定権限がそれぞれ FASB，ASBに

委譲されていること， ドイツでは連結会計につ

いてDRSCが基準設定を行うことになったこ

とを指摘している。また，唯一フランスだけが

CNCといういわゆるパブリック・セクターに

基準設定の役割を与えていることも紹介されて

いる。

こうした主要諸外国の現状を踏まえた上で，

わが聞における基準設定主体のあり方について

は，企業会計審議会に代えて，次のような新た

な枠組みを構築すべきであるとの結論を提示し

ている。すなわち，会計基準設定権限を付与す

べき行政庁を国家の意思として明確にし，その

上で， ドイツの DRSC方式を参考として，基

準設定権離を有するとされた行政庁が最終的な

設定権限を留保しつつ，上掲の 7つの条件を満

たす民間法人を指定し，そこへ会計基準設定機

能を委任するというものである。

「中間報告Jは，会計基準設定主体として現行

の食業会計審議会を前提とせず，新たに基準設

定のための枠組みを構築することを提言してい

るという点が注目される O ドイツの DRSC方

式を参考にするとしているのも興味深い。これ

は，例えばアメリカの SECが基準の適用と登

録企業の規制権限を行使する一方で，会計基準

の設定権限を FASBに委譲しているのとは，

やや趣を異にした枠組みを指向しているという

くまでも基準の設定権眼は行政庁に残しつつ，

基準の作成だけを異聞に委任するというものだ

からである。「中間報告jが提唱する基準設定

主体は，いわば常設の「基準作成ワーキング・

クツレープ」といった様相を呈することになるよ

うに思われる。

②JICPA r骨子」
「骨子Jは，わが国の会計基準設定主体を

IASCに参加するにふさわしい体制に変え，わ

が国の会計制度に対する国際的信頼を取り戻す

ことが緊急の諜題であり，また，企業会計審議

会は，行政当簡の諮問機関であるがゆえに，独

立性や即時性といった面において一定の限界が

あるとの問題意識を背景としている(企業会計

審議会のようないわゆるパブリック・セクター

の長所と短所が指摘されている(図表10))。

こうした問題点を克服して，会計基準設定主

体を強化するためには，少なくとも次の三つの

機能が鍍わっていなければならないとする。す

なわち，

CD独立性:金融行政からの独立性，経済圧力
(経済政策，景気回接対策等)からの独立

性6)

②透明性:委員の選任，テーマの選定等につ

いての透明性

③即時性専門家の有給での常駐，会計基準

の国際的調和化に即応できる運営組織

である。

そして， こうした機能を備える会計基準設定

主体としての組織は，民間団体方式と政府機関

としての委員会方式が考えられるが，会計基準

の実務性や柔軟性等を勘案すれば，民間団体を

目指すべきであると結論づけている。なお，そ

6)なお，規制j当局と会計基準設定機関との関係につい
て，アメリカのSECとFASBの腿係を引き合いに

出して，両者を一体として考えるべきである旨が明

示されている。
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図表10 パブリック・セクターの長所および短所(出所:JICPA r脅二子J)
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長 所

①利害関係者との認整は比較的容易(公

共性，オーソワティ)。

②規制さ5局が必要性を認識すれば予算措
震等により資金調達は比較的容易(ま

た，多面的な人材確保も比較的容易)。

③権限委譲等のための手当てが容易

思表11 会計基準設定主体〈財団法人)のイメージ

(出所・ JICPA 骨子J)

会計基準の検討・設定

の擦に解決しておくべき課題として，規制当崩

による会計基準設定主体への権限委譲をどのよ

うに行うか，ならびに基準設定主体の運営資金

の規模と調達方法をどうするかという点をあげ

ている。そして，最後に，会計基準設定主体

(財団法人)のイメージとして上のような留が

掲げられている(圏表11)。

「骨子」について興味深いのは， 自民党の

「中間報告Jがドイツの DRSCを引き:合いに出

して，あくまでも行政宮庁に会計基準の最終的

な設定権限を残しながら，基準作成機能のみを

民間団体に委任するという方式を指唱している

のに対して，明示こそされていないが，基準の

設定権限をも含めて民間団体に委譲するという，

アメリカのFASB方式を指向しているものと

思われる点である。

⑤大蔵省・懇談会「論点整理J

「論点整理」では， i国擦的な場における基

短 所(又は問題点)

①実務に直結していないため，適雲寺適切な審議テー

?の選別が困難。

②政策的配慮が入り込む余地があるため，新たな

会計事象の発生や変化への機動約な対応が困難。

③設定主体の事務局が行政組織の一部であるため，

昨今のように多くの会計慈準の作成が婆求され

ているにもかかわらず，人員増が容易に認めら

れないというように総織の柔軟性の確保が間見

準の開発に貢献しつつ，議論をリードできる発

話能力を国内に備える観点から，基準設定機能

の強化が求められているJとの基本認識が示さ

れている。また， i民間分野における実務的な

専門的知識や資磁を常時・最大限結集できる枠

組みの構築が必要となっているところであり，

現行システムの問題点等を検証しつつ，積極的

に民間主体の新しい枠組みを検討して行くべき

である」としている。「論点整理Jにおいても，

民間の会計基準設定主体の創設を前提に議論が

展開されていると見ることができる。

民間の会計基準設定主体を前捷とした上での

具体的な論点として， (1)確保されるべき要

件， (2)求められる組織・体制等， (3)資金

調達，および(4)官民の役割分担についての

論点が整理されているO

まず基準設定主体の要件として，(J)独立性，

②人事の公正・透明性，バランスの確保，③会

計基準設定フ。ロセスの透明性，④専門性，多様

性，⑤常設・常勤性，即時性，能動性，国擦性

等があげられている。

独立性については，行政を含む各方面からの

独立性の確保，資金拠出者からの独立性のほか，

服務・倫理規程，委員やスタップについての兼

業・兼職・復織の禁止規程の整備が必要である

としている(ただし，いわゆる「ノーリターン

ルールJについては検討課題とされている)。

人事については，選考手続についての明確な

基準を設け，人事に責任をもっ組織と会計基準

を作る組織を分ける必要があるとしている。ま
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た，バランスの問題として，特定領域の関告患者

の割合を一定の範囲に制限することの必要性が

指摘されている。

設定プロセスの透明性を縫保するという観点

から，議事録等の公開，テーマ選定や政策的事

項等に対してコメント等を行う諮問機関の設置

が提案されている。

専門性・多様性に関しては，各界から第一級

の人材を集める必要があるとする。

最後の常設・常勤性等については，十分な数

の常勤者を確保する一方，多様な意見を皮映さ

せるためには非常勤委員・スタッフも含めて十

分な数の委員・スタッフを確保する必要がある

とする。また，実務上発生しつつある開題に即

応し，迅速・的確に対応するための専門的な委

員会の設震が示唆されている。

組織・体制等については，資金議達，人事，

運営全般等について責任をもっ組織と，基準設

定について責任をもっ組織を分離して組織する

ことが適当であるとしている。

また，資金調達に関しては，資金拠出者から

の独立性を確保するという観点から，できるだ

け幅広く資金を集める必要がある。したがって，

会計基準のもたらす便益を考癒した応益原則を

基本としつつ，資金拠出力に基づく応能原則を

も加味して，財務諸表作成者，監査人，財務諸

表利用者等から広く資金を調達することを基本

として考えることが適当であるとしている。

最後に，基準設定主体の性格を規定すること

になるであろう官民の役割分担に関して， [""論

点整理」は， [""行政当局自らが会計基準を設定

する権限を留保しつつ，民間機関により作成さ

れた会計基準を承認することや，必要に応じ会

計義準作成の要請を行うこと等が必要であるJ

としている。

ここでは，基準設定権限が，設定機関に委譲

されるかどうかについては明確にされていない。

文字通り読めば，作成された基準の承認を含め

て，基準設定権限自体はあくまでも行政当局に

帰属し，設定機関は基準の作成機能だけを委任

されるという，自民党の「中間報告Jに近いも

ののように思われる。しかしながら，設定権限

を委譲しないと明言されているわけではないと

いう点に注目すれば，今後の検討過程において

JICPAの「骨子jが念頭においていると盟、わ

れる FASB方式に近づく可能性も残されてい

るということができるかもしれない。

いずれの方式に落ち着くにしても， [""行政当

局が一定の役割を果たすとしても，行政からの

関与は合理的かっ透明性を有するものである必

要があり， OlJえば承認についての拒否権を発動
する場合等において，投資家の保護等の観点か

ら合理的な理由の開示が必要である」という認

識が極めて重要であることは，敢えていうまで

もなし、。

④10団体「財団趣意書j

「財団趣意書Jは，会計基準の設定主体のあ

り方を議論するものではなく，これまでの経緯

である程度方向性が定まってきた議論をもとに，

基準設定機関の設立に向けた具体的な準備の開

始を宣言するものである。

それによれば，経団連や JICPAをはじめと

する 10の団体は， [""民閤機関が企業会計基準の

整備において主体的な役割りを担うことを目的

とした『企業会計基準委員会(仮称)Jlを早期

に発足させることに合意し，その運営母体とし

て『財団法人財務会計基準機構(仮称)Jlの設

立準綴に入ることとしたJと謹言している。

その上で， [""官民の適切な役割分担の下で人

材や資源を結集し，詫関機関として，実務にお

けるニーズ等を迅速・的確に吸い上げた企業会

計基準案・実務指針等の作成，企業会計基準及

びディスクロージャー制度に関する調査研究，

国際会計基準委員会等との連携，層際的な会計

基準の設定に対するわが国の考え方等の積極的

発言などを目指すJとしている。

こうした活動に必要な運営費金の調達につい

ては，独立性および安定性を確保するという観

点から，できるだけ広く関係各界に協力を求め
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るものとされている。

「財団趣意書Jを公表した 10団体は，民間

機関としての基準設定主体の創設を前提として

今後の活動を行っていくものと見られる。しか

し，それが目指している民問機関の性格につい

ては，必ずしも明確にされてはいない。おそら

く，前掲の「論点整理」が打ち出した方向性に

沿う形で今後の作業が進められることになろう

が，上でも指摘したように，たとえばJICPA
の「骨子」が自指しているものと， r論点整理」
が描き出そうとしているものとの関には，微妙

な違いがあるように思われる。今後， r企業会
計基準委員会(仮称)Jを具体化するに際しで

は，とくに行政の側において関委員会に基準設

定権限を委譲するのか否かを明示し，委員会の

機能および権限の範囲を明確にする必要があろ

つ。

(3)わが留における会計基準設定主体をめぐ

る議論の問題点

わが国における会計基準設定主体のあり方を

めぐる議論は，民間機関の創設を前提に進めら

れてきた。すなわち，パブリック・セクターで

ある現行の企業会計審議会に代えて，新たにプ

ライベート・セクターとしての会計基準設定機

関を創設するというものである。

篠かに，現行の企業会計審議会は，基準設定

のプロセスや委員の選任にかかわる透明性，行

政当局からの独立性，基準設定に当たっての即

応性・迅速性などの点で重大な問題を抱えてい

る。この意味において，現状を改革することの

必要性について異を唱えるつもりは全くない。

また，上でも触れたように，わが国の企業会計

制度に対する盟内・タトからの不{言感をもたらし

ている原因の一つに，会計基準の設定および運

用の問題があることを否定しようとも恩(わない。

しかし，なぜ、プライベート・セクターなのか

が改めて間われる必要があろう。例えば，

JICPA前会長の中地宏氏は， rグローパル・ス
タンダードに合わせるという意味で民間でない

といけないJ( r日本経済新聞』平成12年6月
8日付朝刊)と述べているが九プライベート・

セクターは本当にグローパル・スタンダードな

のだろうか。そもそもグローパル・スタンダー

ドとは何を意味するのであろうか。フランスは，

依然、としてパブリック・セクターによる会計基

準設定方式を維持してし唱。しかし，それによっ

て，国際的な会計基準の設定に主体的に参画す

るための地位を失ってはいないへむしろ国内

的には，わが盟が未だに対応することができな

いでいる問題について，会計基準の「グローパ

ル・スタンダード」を先導するような形で対応

しているものもある九つまり，関われている

ことの一つは，会計基準設定主体についていか

なる形態を選択しているかということではなく，

なぜその形態を謀用することにしたのかに関す

る理念であり，者学であろう。

中t也氏は，民間企業が自己責任を負っている

財務諸表の作成ルールは自らの責任で設けるべ

きであり，行政当局の指示にしたがっていれば

よいという時代ではないとも諮っている(上掲

r臼本経済新開J)。これは，会計基準のあり方
を議論するに際して念頭に置くべき基本的な理

念であり哲学であろう。しかし残念ながら，こ

7 ) 中地氏は，この点、だけを民問機関創設の理由とし
ているわけではない。すなわち， r陛のt:tの流れに
素早く対応するためには常勤の人材を抱える民間綴

織でないと難しくなってきたJr決算警は民間企業
が自己責任で作っている。そのルールづくりに民間

が責任を持つのは2当然だ」としているoそして，第
3の怒Eおとして，いわゆる「グローパル・スタンダー

ドj論があげられているのである。本稿の立場は，

中士也氏の発言自体を批判しようというものでは決し
てない。こうした議論が横行することによる，会計

基準の設定主体および設定フ。ロセスにおける理念や

哲学の欠如を危燥しているに過ぎないのである。
8) IASBのメンノぐーには， フランスカ〉ら Gジェラル

ド氏 (KPMGノマートナー)がリエゾンメンバーと

して選任されている。

9) 例えば，フランスにおいては，いわゆる了ゴーイ
ング・コンサーンj問題について，プラン・コンタ

ブル・ジェネラルの中lこ情報開示lこ関する規定が盛

り込まれている。
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こまで見てきた議論においては， こうした基本

的な理念・哲学は明示されていない。もっとも，

そんなことは自明であり，改めて示す必要はな

いということかもしれなし、。だが，民間の基準

設定機関が会計基準の作成に責任を負い，これ

を民間企業が財務諸表作成に関する自己責任を

果たすための手段として受け入れる旨を改めて

明示して誓約することの意味は重大である。わ

が国の企業会計制度および会計情報に対する不

信感は，こうしたいわば自明の理が忘却されて

きたことにこそ原因があると考えられるからで

ある O

わが国の会計基準の設定主体および、設定フ。ロ

セスに対して関われているもう一つの問題は，

独立性，透明性および郎応性を，実を伴なった

形でし、かに磯保するかということである。あく

までも実質的な独立性，透明性および即応性自

体が問題とされているのである。単にそれらを

確保するための形式的要件を整えればよいとい

うものではないし，会計基準設定主体を民問機

開化すればこれらの要件が自動的に満たされる

というわけでもない。また，作成された基準は

最終的に行政機関の承認によって権威づけされ

ることになろうが， この行政機関自体が政治，

金融行政，経済庄力等から独立していなければ

ならなL、。すなわち，実際に会計基準を作成す

る主体と作成された基準を権威づけする機関と

を一体として捉え，その独立性と手続の透明性

を確保することが求められるのである。

結論として，プライベート・セクターとして

の新たな会計基準設定主体の創設という方向性

が定まったということができる。しかし，プラ

イベート・セクターにも欠点はあり，運用を誤

ればかえって会計基準および企業会計制度に対

する不信感を醸成しないとも限らないへまた，

10)例えば.r民間」のもつ危険性を指摘するものがあ
る。すなわち.JICPAと経団連が手を組み，会計

基準を思いのままにしてしまうのではないか，一部

の大企業が過度に力をもってしまう懸念はないだろ

うかと指摘するのである crスクランプルJr商事法

対応の仕方如何では，パブリック・セクターの

方が優れている面もあるかもしれない。こうし

た中で，プライベート・セクターによる会計基

準の設定を積極的に支持するための論理，そし

てそれを具体化するために講じられるべき方策

について，少なくとも本稿執筆時点においては，

全体として明確な合意が形成されているとはい

い難い。早急な検討と，具体的な方策の提示が

まれる。

最後に一つ付け加えておかなければならない

ことがある。それは，透明性の確保を標携して

進められている議論自体に，必ずしも透明性が

確保されているとは思われないという点である。

これまでの議論についてわれわれが入手できる

情報は，結論として出された報告書だけである。

もちろん，急、を要する課題であり時間的な余裕

がないということはあろう。しかし，だからこ

そ拙速な議論が行われていなし、かどうかをチェッ

クするという意味でも，また，十分に慎重かっ

実費的な議論が行われたことを示すためにも，

議論の経過についての詳細な情報開示が求めら

れるのである O

5.むすび

会計基準の設定について，独立性，透明性，

即応性を確保しようという議論が進んでいる一

方で，アメリカやイギリスですでに導入されて

いる新たな会計基準 CI減損会計J基準)の
入をめぐる議論が，経済界，公認会計士界，さ

らには行政当局および政界を巻き込む形で混迷

の様相を呈している。減損会計導入に対する経

済界の消極的な姿勢弘行政および政治が後押

しするといった構留が鮮明になっているのであ

るcr臼本経済新開』平成 13年4月3日付朝刊，
「時価・減損会計の衝撃Jr週刊東洋経済J2001 

務jNo. 1575. 2000年)。やや心配し過ぎかもしれ
ないが，適切な監視システムが必婆であることは間

違いない。



2001. 9 会計基準の設定主体と設定フ。ロセスのあり方に関する一考察 蟹江 95(243) 

年4月21日号)。

すでに指摘したように，わが国の企業会計制

度および企業の会計情報に対する閣内・外から

の不信感は，会計基準自体の不備はもちろんの

こと，企業が会計基準を適切に適用していない

のではないかとの疑念に起因するところが大き

いように思われる。それは， fJUえば，倒産後に

明らかになる会計情報と余りにもかけ離れた経

営実態によって醸成されてきた。また，会計基

準の設定過程において見られる，経済界の基準

受け入れに対する消極的態度ないし拒杏皮応が

引き起こすものである。会計情報と経営実態と

の~離という現象は，いわゆるバブル経済後の

わが国においてたびたび繰り返されたものであ

り，会計基準の設定に関するものは今正に進行

中である。

わが国では， IASCの紹織改革という事態に

背中を押される形で，会計基準の設定主体およ

び設定プロセスのあり方を議論するに至った。

しかし，先にも指嬬したように， この問題は

IASCとは別に十分な議論がなされていでしか

るべきものであったと考える。実際，アメリカ

においては，すでに 1970年代の初めに詳細な

議論に基づいて，明確な方針が打ち出されてい

る。結局わが国は， [""グローパル・スタンダー

ドJという必ずしもその意義が明躍に定義され

ていないものへの追従という形でしか，この問

題に対応できなかったのである。そこには，会

計基準の設定にかかわる理念も哲学も明示され

ていない。今進んでいる議論が形式を整えるだ

けに終わらないことを祈りたいし，会計学界に

身安置く者の一人として，今後この問題につい

ての実質的な議論を高めて行くべき責任を痛感

するものである。

IASCの新体制スタートに探して，わが国は

国際的な舞台で会計基準の設定に主体的な貢献

をし得る位讃を磯保した。会計基準ないし会計

制度に対するわが国の理念を国際基準に反映さ

せる機会を得たといってもよい。しかし，数年

後には，わが国が真に盟際的な基準づくり

献し得る国であったかどうか，そして今後もあ

り続けるかが確実に関われることになろう。こ

の;意味では，新しい基準設定主体が創設された

後にこそ真価が間われるということになる。

平成13年6月7日付けの F日本経済新関』
は， [""監査の国際基準策定機関 日本，委員の

条件満たせず組織改革案 園内体輯に不備」

という見出しの記事を掲載した。会計基準と監

査基準との違いこそあれ，構図は全く碕じであ

るO 監査基準の国際的な統一に関しては，数年

前から話題になっていた。にもかかわらず，わ

が国においては，筆者の知る隈り，企業会計審

議会に代わる監査基準の設定機関を設けようと

いう議論は一度も酷かれなかった。本稿が公刊

される頃には何らかの結果が出ているかもしれ

ないが，今度も前回と同じ結果が得られるとい

う保証はない。良かれ悪しかれ国際的な動向を

敏感に捉えて早めに対応するという体制を整え

なければ，わが盟の会計・監査基準の設定は国

際的な局面において「独立性(独自性)Jを失

うことになってしまうであろう。

( 2001年6月7日税稿)

[付iieJ本稿にかかわる研究には，平成 12年度北海道

大学大学院経済学研究科「フ。ロジェクト研究Jとして，

向研究科より特別な予算措置を頂いた。
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